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事実の概要

　Ａ自動車株式会社（以下「Ａ」という。）に勤務
し、Ａから営業秘密を示されていた被告人は、主
に商品企画業務に従事していたが、Ｂ自動車株式
会社（以下「Ｂ」という。）へ就職が決まり、平成
25 年 7月 31 日付けでＡを退職すること、Ｂにお
いて海外で車両の開発および企画等の業務を行う
ことが予定されていた。被告人は、同年 7月 16
日、自宅において、Ａから貸与されていた PC に
保存していた自動車の商品企画に関する情報等の
データファイルが含まれたフォルダを、同 PC か
ら私物のHDに転送させて複製し、さらに、同月
18 日、自宅において、私物の PCに同フォルダを
複製した（第一複製行為）。その後、最終出社日と
されていた同月 26 日までの間に、被告人が複製
した上記データファイルを用いたＡの通常業務や
残務処理等を行ったことはなかった。また、被告
人は、同月 26 日、上司に対し、「荷物整理のため」
という理由で翌 27 日の出勤の許可を受け、同日、
Ａテクニカルセンターにおいて、Ａから貸与され
ていた前記 PC にアクセスし、自動車の商品企画
に関する情報等のデータファイルが含まれたフォ
ルダを同サーバーコンピュータから私物のHDに
転送させて、同データファイルの複製を作成した
（第二複製行為）。
　これらの各複製行為により、被告人は、その営
業秘密の管理に係る任務に背き、不正の利益を得
る目的で、それぞれ営業秘密を領得したとして訴

追された。
　第一審１）は、第一複製行為について、Ｂへの
転職を目前に控えた最終出社日の 10 日前になさ
れたこと、各データファイルの内容がいずれもＡ
の事業活動にとって有用な営業秘密に該当するも
のであることから、「各データファイルを領得す
るについて、被告人に、Ａの業務のために必要で
あったなどといった事情がない限り、被告人には
これらの情報を転職先等で直接的又は間接的に参
考にして活用しようとしたなどといった不正の利
益を得る目的があったことが推認される」とし、
また、第二複製行為についても、Ｂへの転職直前
の最終出社日の翌日に私物のHDに複製して持ち
帰ったことから、「被告人が既にＡの職務を行う
必要がなかったことは明らかであり、その他正当
な理由も想定されないので、被告人には、転職先
等でＡの営業秘密を直接的又は間接的に参考にし
て活用しようとしたなどといった不正の利益を得
る目的があったことが推認される」とした。
　控訴審２）も、「高い経済的価値を有する重要な
営業秘密を不正競争防止法 21 条 1 項 3 号という
極めて当罰性の高い態様で領得した場合に、正当
な目的がなく専ら自己又は第三者の何らかの利益
を図るためであるときには、その利益の内容が明
確かつ具体的な意欲ではなく、また非財産的なも
のであったとしても、同法 21 条 1 項 3 号におけ
る『不正の利益を得る目的』に該当するというべ
きである」とし、また、その認定について「営業
秘密侵害罪の目的要件が平成 21 年改正で改めら
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れた趣旨、目的に照らすならば、『不正の利益を
得る目的』の内容は、営業秘密保有者のためにす
るなどの正当な目的ではない、公序良俗又は信義
則に反する形で不当な利益を図る目的であること
が明らかになる程度に具体性があれば足りると解
される」として、控訴を棄却した。
　これに対し、弁護人は、①第一複製行為は業務
関係データの整理を目的とし、第二複製行為は記
念写真の回収を目的としたものであって、いずれ
も被告人に転職先等で直接的又は間接的に参考
にするなどといった目的はなかった、②法 21 条
1項 3号にいう「不正の利益を得る目的」がある
というためには、正当な目的・事情がないことに
加え、当罰性が高い目的が認定されなければなら
ず、情報を転職先等で直接的又は間接的に参考に
するなどという曖昧な目的はこれに当たらない等
として、上告した。

決定の要旨

　被告人は、勤務先を退職し同業他社へ転職する
直前に、勤務先の営業秘密である各データファイ
ルを私物の HDに複製しているところ、「当該複
製は勤務先の業務遂行の目的によるものではな
く、その他の正当な目的の存在をうかがわせる事
情もないなどの本件事実関係によれば、当該複製
が被告人自身又は転職先その他の勤務先以外の第
三者のために退職後に利用することを目的とした
ものであったことは合理的に推認できるから、被
告人には法 21 条 1 項 3 号にいう『不正の利益を
得る目的』があったといえる。」（上告棄却）

判例の解説

　一　本件の争点
　本件３）は、被告人が同業他社へ転職するため
の退職間際に、保有者から示されていた営業秘密
を複製したことにつき、不正競争防止法（平成 27
年法律第 54 号による改正前のもの）21 条 1 項 3 号
ロの罪の「不正の利益を得る目的」が認められる
かが争われたものである。特に、本件は、第二複
製行為の直後に勤務先に複製が発覚したため、当
該営業秘密の複製目的を事後の客観的事情に基づ
いて認定することができない事例であったことか
ら、営業秘密の使用または開示の前段階を処罰対

象とする法 21 条 1 項 3 号における「不正の利益
を得る目的」の意義と認定方法が正面から問われ
ることになった。

　二　営業秘密侵害罪（法 21条 1項 3号）の
　　　概要
　営業秘密侵害行為の処罰規定は、事業者の営
業上の利益という私益と公正な競争秩序という公
益を保護するために、平成 15年に導入された４）。
しかし当初の規定では、営業秘密を保有者から
示された者が営業秘密を不正に保有者の管理が
及ばない状況に置く行為は、それが如何に不正な
目的によるものであるとしても、それを不正に使
用・開示するまでは一切処罰対象になっていない
ことや、このような不正な使用・開示行為につい
てはその立証が困難であることの問題性が指摘さ
れ５）、平成 21年改正で、営業秘密を保有者から
示された者による領得行為自体を処罰する規定が
導入された。また、同改正では、競争関係の存在
を前提としない加害目的や外国政府を利する目的
等による営業秘密の不正な使用・開示等がその対
象とならないことが問題とされていたことから６）、
目的要件が「不正の競争の目的」から「不正の利
益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える
目的」に変更された。これにより、法 21 条 1 項
3号の処罰類型が創設された。立法担当者はその
趣旨を、「営業秘密を保有者から示された者が、
図利加害目的をもって、その営業秘密の管理に係
る任務に背いて、権限なく営業秘密を保有者の管
理支配外に置く意思の発現行為に対し、刑事罰を
科すこととしたものである」７）としている８）。

　三　法 21条 1項 3号の「不正の利益を得る目
　　　的」の認定に関する裁判例
　本件以前に法 21 条 1 項 3 号の「不正の利益を
得る目的」が争点となったものとして、①ヤマザ
キマザック事件９）と②エディオン事件 10）がある。
①事件は、金属工作機械の製造販売等を業とする
Ｃに営業担当従業員として勤務し、同社から営業
秘密を示されていた被告人が、平成 23 年 8月 23
日、同社のファイルサーバーにアクセスし、営業
秘密の一部である製品に関する情報を私物の HD
に転送させて複製を作成する方法により領得した
上、翌 24 日に、中国在住の知人に対しチャット
上で同社の金属工作機械に関する図面情報の売却
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の仲介を誘いかけるメッセージを送信していたと
いうものである。第一審の名古屋地裁は、「平成
23 年 8月 24 日の時点で、本件ファイルを含む図
面情報を、上記知人を介して他に売却することを
企図していたというべきであり、その直近の前後
数日にわたる本件HDへの多数の図面ファイルの
複製に含まれる同月 23 日に行われた本件各ファ
イルの複製自体も、図面情報を他に売却して利益
を得る意図を有して行ったものと認められる」と
して、被告人の複製行為について「不正の利益を
得る目的」を肯定した。名古屋高裁も原判決を維
持し、最高裁も上告を例文棄却した。
　②事件は、平成 25 年 4 月 1 日から同年 12 月
31 日までの間、電気製品の販売、建物のリフォー
ム等を業とするＤで部長または課長としてリ
フォーム関連商品の販売企画等の業務に従事して
いた被告人が、同年 9月頃から転職を考えてい
たところ、同年 10 月 11 日、Ｄ本社において同
社から貸与されていた業務用 PC を操作して、同
社が設置しているサーバーコンピュータにアクセ
スし、保存されていた同社の営業秘密であるリ
フォーム関連商品の情報が含まれるデータを、私
物の PC に転送して保存した上、同 14 日、自宅
において、前記 PC と接続した私物の外付け HD
に記録させて複製を作成して領得したというもの
である。なお、被告人は、翌年 1月 1 日にＥに
転職し、部長としてリフォーム関連商品の販売企
画等に従事し、Ｄの営業秘密の含まれるデータを
Ｅの部長に開示していた。大阪地裁は、「データ
の情報としての有用性と領得時期・方法からすれ
ば、被告人は、同データを転職先での業務に利用
することを目的としてこれを領得したと考えるの
が自然であり、被告人の前記行為からだけでも、
被告人に、単に同データを営業秘密と知って領得
するという故意を超えて、同データを領得する際
に不正の利益を得る目的があったことが強く推認
される」として、「不正の利益を得る目的」を認
定した。
　①事件では、領得行為の翌日にチャットで売
却の仲介を誘いかけており、また、②事件では、
転職を具体的に考えていた被告人が領得行為の 2
か月後に同業他社Ｅに転職し、そこで領得した営
業秘密を開示しており、このような事実関係も前
提に「不正の利益を得る目的」が認定されてい
る。しかし、本件では、第二複製行為の直後に勤

務先に複製が発覚したため、被告人が複製した各
データファイルを具体的にどのように用いる目的
であったのかを事後の行動等から証拠上特定する
ことができない。この点で、本件はこれらの事例
とは異なる。

　四　本件の検討
　１　「不正の利益を得る目的」の意義
　「不正の利益を得る目的」の意義を、第一審の
ように「直接的又は間接的に営業秘密を参考にし
て活用しようと」する目的と捉える場合、その射
程の曖昧さは否めない。間接的に参考にした場合
に、どのようなケースまで含まれるのか不明であ
る。また、控訴審が示した「専ら自己又は第三者
の何らかの利益を図る」目的という解釈は、正当
な業務遂行や立法時に処罰対象から除外しようと
した内部告発、労働組合活動、残業の目的以外を
すべて含み得る。しかし、そのような解釈は処罰
範囲の限定のために設けられた要件としての機能
をほとんど果たさない。それは正当な目的がない
ことと同義であり、それ以上の意味を持たないの
ではなかろうか。その意味で、上告趣意が「当罰
性の高い目的」を求めることは、支持できる 11）。
　それでは、本罪で処罰範囲を限定すべき「当罰
性の高い目的」とは何か。法 21 条 1 項 3 号の立
法経緯に鑑みれば、それは領得した営業秘密の「使
用・開示」である。目的犯としての法 21 条 1 項
3号の罪の性格は、いわゆる「短縮された結合犯」
として理解するべきである 12）。最高裁の示した
「被告人自身又は転職先その他の勤務先以外の第
三者のために退職後に利用する」目的も、このよ
うな意味において理解しうる 13）14）。

　２　「不正の利益を得る目的」の認定方法
　最高裁は、Ａから営業秘密を示されていた被告
人が、Ｂへの転職が決まっており、第一複製行為
の後に通常業務または残務処理としてデータファ
イルを用いた事実がなく、また、第二複製行為は
最終出社日後に行われ、Ａの業務遂行とは関係が
なかったという事実関係を踏まえて、各複製行為
について「不正の利益を得る目的」を認定してい
る。しかし、本決定では、「被告人自身又は転職
先その他の勤務先以外の第三者のために退職後に
利用する」目的のうち、具体的に誰のためにどの
ように利用する目的であったのか示されていな



4 新・判例解説Watch4

新・判例解説 Watch ◆ 刑法 No.152

い 15）。この程度の認定でよいとすると、被告人
が個人的な自己満足（思い出作り等）のために営
業秘密を複製し、自宅で保存しようとしている場
合にも、「勤務先の業務遂行の目的によるもので
はなく、その他の正当な目的の存在をうかがわせ
る事情もない」ことになり、「不正の利益を得る
目的」を認定しうることになる。また、このよう
な消去法的な推論による事実認定は、挙証責任を
転嫁して、被告人側に正当な目的の存在について
の積極的な証明を要求することになろう。
　「不正の利益を得る目的」の認定にあたっては、
本件のような転職直前の場合でも、誰のためのど
のような利用の目的があったのかが具体的に示さ
れるべきである。本件では、領得した営業秘密の
内容と転職先での担当予定の業務内容に照らし
て、それの使用・開示の目的を認定すべきであっ
た。

　五　おわりに
　本決定は、同業他社へ転職するための退職間際
に営業秘密を領得した事例に関する事例判断では
あるが、営業秘密侵害罪の成否について最高裁が
初めて示した判断であり、特に「不正の利益を得
る目的」の認定について、実務上参考になるもの
である。上述の通り、「不正の利益を得る目的」
の意義および認定方法については検討の余地があ
るものの、それを肯定して営業秘密侵害罪の成立
を認めた結論には賛同する。
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への転職直前の営業秘密領得という事案に即した事例判
断を示したにとどまり、「不正の利益を得る目的」につ
いて一般的な法解釈を示したものではないであろうとす
る。

14）帖佐隆「不正競争防止法 21 条 1 項 3 号と任務違背・
図利加害目的」久留米 74 号（2016 年）69 頁は、目的
要件を「近い将来予定される使用または開示により不正
の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目
的」と解し、同・前掲注３）「（下）」8頁で、結論におい
て原判決を是認する。

15）本田・前掲注３）125 頁は、「業務遂行以外の目的があっ
たことと、被告人に『不正な利益を得る目的』があった
こととは同一ではない」と指摘する。

大阪経済大学准教授　四條北斗


